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研究要旨 

【目的】わが国では情報通信技術 (Information and Communication Technology; ICT）を組み合わ

せた診療が開始されるなど、医療体制の改変が進みつつある。へき地医療での看護の役割は大きく、

ICT を活用した看護実践についての調査を蓄積する必要がある。特に、へき地診療所でのその現状を

明らかにすることを目的とした。 

【方法】へき地診療所で ICT を活用する看護実践を行っている看護師 (１名、看護師歴 13年) に、電

話で半構造化インタビュー調査を行った。実践の状況、その効果と課題について逐語訳を得た。質的

帰納的に分析した。 

【結果】ICT は、医師の不在時や緊急時の対応、あるいは看護師単独での患者訪問時における、医師と

の情報共有のために使用されていた。ICT を使用することで、必要時には休診日や夜間などでも診療

を提供できることや医師から直接説明を受けられることで患者の安心や納得に繋がりやすくなったこ

とが効果として挙げられた。また、常に医師との連絡手段が確保され、看護師にとっても安心感につ

ながっていた。課題としては、原因が ICT の接続環境の不安定さによるものであっても対応が滞った

場合には患者から不満の声が出ることや、ICT を使用しての対応も含め看護師に求められる知識や技

術のレベルが高いことが挙げられた。 

【考察】へき地診療所においては、D to P with N の形態は重要である。これは本研究班がこれまで

何度か示してきた通りである。一方で、常時接続可能な医療提供を求められたり、看護実践能力を高

める必要が感じられたり、看護師のサポート体制（住民の理解や研修など）も必要である。 

 

 

Ａ．研究目的 

へき地では超高齢化と人口減少が急速に進み、複

数の医療機関の連携による診療や情報通信技術 

(Information and Communication Technology; ICT）

を組み合わせた診療体制の構築が求められている。

医療職種が限定されるへき地では特に、看護師の役

割が大きくなることが想定される。そこで、前年度はへ

き地を含む地域医療の現場として、主に地域中核拠点

病院や地域医療とくに在宅医療を行っている地域の診

療所の看護師によるICTを活用した看護実践について

の現状を調査した。地域での ICT を用いた看護実践

の現状として、活用媒体は電話、スマートフォンの

アプリやSNSが主で、実際に看護実践にICTを取り

入れたことで、医療介入の必要性を判断する材料と

なり、地域で療養している患者や家族の自己管理能

力の向上にもつながっているという効果が実感され

ていた。また、ICT 使用における課題としては、対

象者に高齢者が多いこともあり、ICT のみに頼るこ

とは難しく、使用機器に問題が生じた際のサポート

や、直接アプローチできる訪問看護師、福祉・在宅

関係者との連携も必要であると分かった。そこで今

年度は、へき地診療所看護師の ICT 活用の現状調査

を行い、へき地診療における ICTを用いた看護実践の

効果や課題を明らかにすることを目的にした。 
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Ｂ．研究方法 

１．対象者 

へき地診療所に所属し、ICT を活用している看護

師に調査協力を依頼した。 

 

２．調査方法 

2022 年７月～12 月までの期間で、同意が得られ

た１名に対し 40 分程度で電話を用いた半構造化イ

ンタビュー調査を実施した。 

 

３．調査内容  

1) 基本属性: 氏名、所属機関の種別（病院または診

療所）、役職、看護師経験年数、現所属先での勤務年

数、専門資格、活用している ICTの種類 

2）ICTを活用した看護実践の状況: 活用頻度、看護の

対象者の概要、看護の対象者への具体的な対応、実

践上の工夫点 

3） ICTを活用した看護実践の効果と課題: 実践者が

ICT 活用によって感じた看護上の効果、看護の対象者

の反応、実際に経験した困難な状況、対策が必要な点、

現在抱えている問題 

 

４．分析方法 

 インタビュー調査で得られた内容をデータ化し、

質的帰納的分析を行った。 

 

５．倫理面への配慮 

本研究の実施にあたり、自治医科大学倫理審査委

員会の承認を得た上で、自治医科大学学長の許可を

受けた（臨大 21-108）。 

対象者には、インタビュー前に、研究目的、研究方

法、情報の保護方法、ならびに自由意思での参加の

保証、同意撤回の不利益がないことなどを記載した紙

面の研究説明書を送付し、返信された同意書の署名を

確認後、インタビュー日程の調整を行った。インタビュ

ー内容から特定の個人を識別できないよう、個人およ

び所属施設は匿名化を行い、分析を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

１．対象者の属性 

Ａ氏：看護師歴13年。離島の診療所で１年間勤務

している。 

 

２．ICTを用いた看護実践の現状 

 活用媒体は、医療者側はiPad、患者は自身が使用

しているスマートフォンなどのデバイスが主であっ

た。デバイスの機能は、通話とカメラを主に使用し

ていた。看護師による使用頻度は１年間で約 60 件

であり、夜間や緊急時に、患者の状態変化などの医

師への報告・相談を主な目的として使用していた。

その他、「フェリー欠航やコロナで医師が出勤できな

い時によく活用した」とのことであった。 

 ICT を用いた診療は診療所がある離島の住民が対

象で、診療時間内は高齢者が中心で高血圧や糖尿病

の患者が多い。しかし夜間の対応は、緊急性のある

発熱や受傷などで壮年期の患者も増えるとのことで

あった。 

 Ａ氏の場合は勤務開始時からセコム医療システム

株式会社のセコム・ユビキタス電子カルテ○Rが導入

されており、同市の他離島も含め各診療所に医師や

看護師が使用できる iPad が１台ずつ設置されてい

た。普段は看護師が、簡単な処置のための物品やフ

ィジカルアセスメントに必要な機器が入った訪問バ

ッグに iPad を入れて一緒に持ち歩くことが多いと

のことであった。 

 訪問時の ICT 使用については、「血圧計や体温計

から直接カルテにデータが送られるので、バイタル

サイン等の状況を把握して医師に連絡する」、「基本

的にはその場で医師から指示を受けるが、気を付け

ないといけない薬の指示の時は一度診療所に戻って

（本土の）救急（時に対応してもらえる後方支援病

院）に先に連絡しておく」といった、医師や医療機

関との連携に活用されていた。 

また、ICT が既に導入されている環境であること

に対して、「休診にしていても連絡が来るので対応し

ている。オンラインだと休みとか関係なく繋がるか

ら」と語った。 

ICT の使用については、主に使用する患者は高齢

者が多いため「ICT を操作する能力というかスキル

のようなものは、患者に求めていない」との事であ

った。医療者側のICTを使用する上での工夫は、通

話で患者の訴えを把握する状況を例に挙げ「難聴の

方は特に言いたいことが伝わらなかったりするので、

看護師が(医師の質問を聞こえるように伝え直した

り、患者の話を要約して医師に伝わるよう言い直し

たりして)通訳するようにしている」、「ICTを使用す

ることで無機質な関わりになってしまわないように、

看護師が(患者の気に病む思いなどの心情に添って

診療が提供できるよう)補いたいと思って関わって

いる」と語った。 
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３．ICT活用における効果と課題 

 看護師の視点からICT活用の効果として感じるこ

ととして、Ａ氏の診療所には看護師が１人のため、

自身の判断に困った際に「医師にすぐ相談できる安

心感がすごくある」と語った。また、患者に対する

効果として、医師が不在であることを理由に診療を

断ることが減ったことや、患者が医師から直接説明

を受けられることで安心や納得に繋がりやすいこと

が挙がった。ICT 活用に対する患者の反応について

は、「導入されたのは２～３年前で、患者も便利そう

に普通に使えている」と語った。 

 ICT を実際に活用していることで経験した困難な

状況としては「電波が悪くて繋がらないときの不安

がある」と話し、「電波が悪くて繋がらない状況であ

っても、スムーズに対応できないと不満や苦情は出

る」とのことであった。また、ICT 活用が導入され

て数年経っているため「患者はICTを使った診察を

いつでもやってもらえる前提でいる」という語りも

あった。また、電波などでICTが活用できない状況

の対策を確認したところ、「緊急時に医師と繋がらな

いと困る。他の離島にある診療所と繋がるホットラ

インのようなシステムがあると良い」と話した。 

また、現在抱えている課題として、ICT を使用し

ての対応も含め、看護師に求められる知識や技術の

レベルが高いことが挙げられた。Ａ氏は看護師が１

人という状況に対して「一スタッフの力量で看護の

質が変わることがないようにしたいが、前任者との

比較はされてしまう」と語った。そのため、他の離

島の診療所の看護師と相談をし合えると心強いとい

う希望が語られたが、お互いにネット環境が良くな

いため実現できていないとのことであった。 

その他の課題として、ICT を活用する際の予算に

ついて、現時点では国の事業として導入されている

が市の予算に移行した場合の機器やシステムの維持

に対する不安があった。 

 

Ｄ．考察  

 看護実践でICTを活用する場合、前年度の調査結

果と同様に、離島のへき地診療所においても通話や

カメラ機能といった、主にデータ収集やデータ共有

のためにデバイスが使用されていた。 

 今回の結果では、ICT の使用により患者への対応

の機会が増えている状況があると分かった。「オン

ライン診療の適切な実施に関する指針」1)にあるオ

ンライン診療の目的には、①患者の日常生活の情報

も得ることで医療の質の向上に結び付けていくこと、

②医療に対するアクセシビリティを確保しよりよい

医療を得られる機会を増やすこと、③患者が治療に

参画することにより治療効果を最大化することが挙

げられている。結果から、ICT を活用することで、

目的②が達成されていると言える。看護師１名のみ

の診療所において、緊急時にICTを使用して医師の

指示を得たり、近くの離島の診療所との連携を図れ

たりと、離島というへき地に在住していても、本土

にいる場合と同質の医療提供体制を確保することに

つながっていると考える。 

 また、今回の調査結果では、看護師が医師との情

報共有や指示を受けるためにICTを活用している状

況が多かった。つまり、診療においてICTを活用す

る際の看護師の役割としては、訪問により患者の状

態を直接把握することや、円滑な診察のための仲介

をしていることが分かった。本調査結果は遠隔診療

の『D to P with N』の実践例であり、その成果を示

していると考える。特に、本調査のＡ氏が対応して

いる対象は高齢者が多く、難聴など感覚機能障害を

有している例も語られていた。そのような場合に、

ICT を有効に活用した医療提供体制にするためには

『with N』の効果は大きい。また、さらにこのよう

な支援を通して、看護師は医師の質問を患者に聞こ

えるように伝え直したり、患者の話を要約して医師

に伝わるよう言い直したりして、患者の通訳をした

という語りがあった。さらに、より患者と接する機

会が増えているように感じている語りもあり、へき

地診療所に異動して１年程度の看護師でも、地域住

民の特性を踏まえて看護実践を展開する１つのきっ

かけになっていることが推察され、ICT 活用によっ

てへき地看護の実践の質を維持・向上する機会にな

ることも期待できる。 

その一方で、へき地診療所の看護実践では、患者

の状況把握のためのアセスメント能力や緊急時の対

応がより求められ 2）、ICT 活用をする場合も同様で

あり、Ａ氏の語りにあったように看護師の実践能力

の不足感や不安感を感じることにつながることがあ

ることが分かった。前年度の調査 3）では、対象者が

認定看護師教育や特定行為に係る看護師の研修制度
4）（以下、特定行為研修）を修了した看護師であっ

た。そのため、看護師自身が緊急性や重篤性を判断

するための情報を得る目的にもICTが活用されてい

た。しかし、勤務年数が浅く経験が少ない場合や高

度実践看護職でない場合、看護師がICTを活用して
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自律した判断や看護実践を行うことは容易ではなく、

本調査対象のように自身の能力の課題に対峙するこ

とになったと考える。これまでの先行研究 2）5）でも、

アセスメント能力や緊急性・重篤性の判断に課題を

感じているへき地診療所看護師の課題が報告されて

おり、ICT を使用する上でも同様の課題が生じると

考える。つまり、へき地診療所看護師自身の患者の

身体を診る力を高めておくことが、ICT を活用して

看護実践を効果的に行うために重要であることが示

唆された。 

また、今回の調査のように既にICTによる診療や

看護が導入され、患者にICTを使用していつでも相

談できるという認識が浸透している状況では、技術

的または環境的な要因であってもICTが通常通りに

機能しない場合、医療者側への不満につながる可能

性があることが分かった。加えて、常に医療者に相

談ができ、対応も可能である環境では、医療者の負

担に関する課題が生じる可能性がある。一人の看護

師だけで住民のニーズに 24 時間体制で対応し続け

ることは難しい。ICT を使用して、医師と患者をつ

なぐだけでなく、看護師自身のサポートができるネ

ットワークは今後より重要になると推察する。Ａ氏

の語りにもあったが、医療提供のためのICT整備だ

けでなく、近隣のへき地診療所との情報交換や、へ

き地診療所をサポートするへき地医療拠点病院との

交流が定期的に図れるICTネットワークも同時に整

備していくことで、へき地における持続可能な ICT

活用による看護提供体制につながると考える。 

へき地診療所でICTを活用する看護実践には、看

護師の置かれている背景、へき地診療所の地域特性

によって、多様な看護実践の可能性が推察される。

しかし、今回の調査では、１つのへき地医療・看護

におけるICT活用の注目すべき成果と課題を示すこ

とはできたと考えるが、あくまでも１つのへき地診

療所看護師の 40 分程度の結果であることは、結果

の一般化までは保証できない。今後は、より多くの、

へき地医療拠点病院やへきち診療所等に従事する特

定行為研修修了看護師や高度実践看護職を対象に、

看護実践においてICTを有効に活用するための方策

や課題を調べ、ICT活用に必要な看護実践能力やICT

活用に関わる課題への対応策を検討していく必要が

あると思われた。 

 

 

 

Ｅ．結論 

 ICT を活用した看護実践には、患者の身体を診る

力を高めておくことが求められるであろう。 

また、へき地診療所においてICTを活用した看護

実践を継続していくためには、へき地診療所の看護

師をサポートできるICTネットワークも同時に整備

していく必要が示唆される。 
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